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国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（抜粋）

○厚生労働省告示第四百三十号

健康増進法（平成十四年法律第百三号）第七条第一項の規定に基づき、国民の健康の増進の

総合的な推進を図るための基本的な方針）平成十五年厚生労働省告示第百九十五号）の全部を

次のように改正し、平成二十五年四月一日から適用することとしたので、同条第四項の規定に

基づき公表する。

平成二十四年七月十日

厚生労働大臣 小宮山洋子

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針

この方針は、21世紀の我が国において尐子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生活習慣及

び社会環境の改善を通じて、子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いながら希望や生

きがいを持ち、ライフステージ（乳幼児期、青壮年期、高齢期等の人の生涯における各段階を

いう。以下同じ。）に応じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現し、その結果、

社会保障制度が持続可能なものとなるよう、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基

本的な事項を示し、平成 25年度から平成 34年度までの「二十一世紀における第二次国民健康

づくり運動（健康日本 21（第二次））」（以下「国民運動」という。）を推進するものである。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向

五 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口くう腔の健康に関する生活

習慣及び社会環境の改善

上記一から四までの基本的な方向を実現するため、国民の健康増進を形成する基本要素と

なる栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習

慣の改善が重要である。生活習慣の改善を含めた健康づくりを効果的に推進するため、乳幼

児期から高齢期までのライフステージや性差、社会経済的状況等の違いに着目し、こうした

違いに基づき区分された対象集団ごとの特性やニーズ、健康課題等の十分な把握を行う。

その上で、その内容に応じて、生活習慣病を発症する危険度の高い集団や、総人口に占め

る高齢者の割合が最も高くなる時期に高齢期を迎える現在の青壮年期の世代への生活習慣

の改善に向けた働きかけを重点的に行うとともに、社会環境の改善が国民の健康に影響を及

ぼすことも踏まえ、地域や職場等を通じて国民に対し健康増進への働きかけを進める。

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項

二 目標設定の考え方

５ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習

慣及び社会環境の改善

栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する目標は、

それぞれ次の考え方に基づき、別表第五のとおりとする。

（５）喫煙

喫煙は、がん、循環器疾患、糖尿病、ＣＯＰＤといったＮＣＤの予防可能な最大の



危険因子であるほか、低出生体重児の増加の一つの要因であり、受動喫煙も様々な疾

病の原因となるため、喫煙による健康被害を回避することが重要である。目標は、成

人の喫煙、未成年者の喫煙、妊娠中の喫煙及び受動喫煙の割合の低下について設定す

る。

当該目標の達成に向けて、国は、受動喫煙防止対策、禁煙希望者に対する禁煙支援、

未成年者の喫煙防止対策、たばこの健康影響や禁煙についての教育、普及啓発等に取

り組む。

別表第五 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活

習慣及び社会環境の改善に関する目標

(5) 喫煙

項 目 現 状 目 標

① 成人の喫煙率の減少（喫煙をや

めたい者がやめる）

19.5％

（平成22年）

12％

（平成34年度）

② 未成年者の喫煙をなくす 中学１年生

男子 1.6％

女子 0.9％

高校３年生

男子 8.6％

女子 3.8％

（平成22年）

0％

（平成34年度）

③ 妊娠中の喫煙をなくす 5.0％

（平成22年）

0％

（平成26年）

④ 受動喫煙（家庭・職場・飲食店・

行政機関・医療機関）の機会を有

する者の割合の減少

行政機関 16.9％

医療機関 13.3％

（平成20年）

職場 64％

（平成23年）

家庭 10.7％

飲食店 50.1％

（平成22年）

行政機関 0％

医療機関 0％

（平成34年度）

職場 受動喫煙の無

い職場の実現

（平成32年）

家庭 3％

飲食店 15％

（平成34年度）



 

 

 

 

 

 

健康日本２１（第２次）の推進に関する参考資料 
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⑤喫煙 

 

ⅰ．はじめに 

（ⅰ）喫煙の健康影響 

  たばこによる健康被害は、国内外の多数の科学的知見により因果関係が確立している
1)-3)。具体的には、喫煙はがん（口腔、咽頭、喉頭、肺、食道、胃、大腸、膵臓、肝臓、

腎臓、尿路、膀胱、子宮頸部、鼻腔、副鼻腔、卵巣のがん、急性骨髄性白血病）、循環

器疾患（脳卒中、虚血性心疾患等）、呼吸器疾患（慢性閉塞性肺疾患等）、糖尿病、周産

期の異常（早産、低出生体重児、死産、乳児死亡等）等の原因である。受動喫煙も、虚

血性心疾患、肺がんに加え、乳幼児の喘息や呼吸器感染症、乳幼児突然死症候群（ＳＩ

ＤＳ）等の原因である。たばこは、受動喫煙などの短期間の尐量曝露によっても健康被

害が生じる 3)。 

  禁煙することによる健康改善効果についても明らかにされており、肺がんをはじめ、

喫煙関連疾患のリスクが禁煙後の年数とともに確実に低下する 4)。 

 

（ⅱ）喫煙とその健康被害の実態 

  わが国の喫煙率は男女計 19.5％（平成 22 年）であり、男性においては 32.2％と前年

に比べ減尐しているものの（図１）、諸外国と比較して依然高い水準にある。女性にお

いては 8.4％と男性と比較し低い水準であるが、ほぼ横ばいで推移している 5)。しかし、

年齢階級別にみると、男性の 30～40 歳代では約 40％、女性の 20～40 歳代では 13～14％

と喫煙率が高い年齢層が存在している。 

 

図１ わが国の喫煙率（20 歳以上） 
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喫煙率の年次推移

※喫煙者の定義: これまで合計100本以上又は6ヵ月以上たばこを
吸っている（吸っていた）者のうち、「この1ヵ月間に毎日又は時々
たばこを吸っている」と回答した者

性・年齢階級別の喫煙率－平成22年

 

（資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」） 

  喫煙者の４割近くは禁煙を希望しているが 5)、たばこに含まれるニコチンには依存性
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があり、自分の意志だけでは、やめたくてもやめられないことが多い。 

  たばこ消費量は近年減尐傾向にあるが、過去のたばこ消費による長期的な健康影響と

急速な高齢化により、たばこ関連疾患による死亡数は年々増加しており 6)-9)、わが国の

年間死亡者数（参考：平成 22 年 119 万人）のうち、喫煙者本人の喫煙による年間の超

過死亡数は 12～13 万人と報告されている 7)-9)。一方、受動喫煙による超過死亡数は、約

6,800 人と推定されている 10)。 

たばこは年間約２兆円規模の税収をもたらす一方で、これらの疾病により、多くの超

過医療費、労働力損失等の経済損失が生じている。 

 

（ⅲ）たばこ対策の必要性と意義 

  たばこは日本人の疾病と死亡の原因として、最大かつ回避可能な単一の原因である 7)

（図２）。たばこの消費量や喫煙率の減尐を図る上で、効果が実証された種々の介入方

策が明らかになっている。 

 

図２ わが国におけるリスク要因別の関連死亡者数－男女計(平成 19 年) 
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（Ikeda N, et al: PLoS Med. 2012; 9(1): e1001160.）

* アルコール摂取は、循環器疾患死亡2,000人、糖尿病死亡100人の予防効果が
推計値として報告されているが、図には含めていない。  

  

  たばこ消費を継続的に減らすことによって、日本人の死因の第一位であるがんをはじ

めとした喫煙関連疾患による回避可能な超過死亡と超過医療費、経済的損失等を将来的

に確実に減尐させることができる。 

  喫煙は世界保健機関によるＮＣＤ対策の対象疾患であるがん、循環器疾患（脳卒中、

虚血性心疾患）、ＣＯＰＤ、糖尿病に共通した主要なリスク要因であり、後述する「た

ばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」において非感染性疾患の予防と対策のモデ

ルとして位置づけられている 11)。たばこ対策の推進は、非感染性疾患の発症や死亡を短

期間に減尐させることにつながることが諸外国での経験から明らかにされている 12)。 

以上のことから、当面並びに将来の健康被害や経済損失を回避するために、また、た

ばこ規制枠組条約の締約国としての国際的責務としても、たばこ対策の着実な実行が必
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要である。 

 

（ⅳ）たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約について 

  わが国は平成 17 年２月に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」

（以下「たばこ規制枠組条約」とする）13)を批准している。わが国においてもたばこ規

制枠組条約及びそのガイドラインに基づき、近年様々な取組が実施されているが、包括

的な戦略という観点からは未だ十分とは言えない。今後、さらなる取組の充実が必要で

ある。 

 

（ⅴ）受動喫煙について 

たばこ規制枠組条約の第８条において、「たばこの煙にさらされることからの保護」

のための効果的な措置を講じることが規定された。 さらに、平成 19 年に示された「た

ばこ規制枠組条約第８条履行のためのガイドライン」においては、「すべての屋内の職

場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙とすべきである」ことが明記され、諸外国

において受動喫煙に関する規制強化が進んでいる。  

 わが国においては、平成 15 年に施行された健康増進法において、多数の者が利用す

る施設を管理する者に対し、受動喫煙防止のための措置を講じることを努力義務として

規定したほか、平成 22 年に発出した健康局長通知では、「今後の受動喫煙防止対策の基

本的な方向性として、多数の者が利用する公共的な空間は、原則として全面禁煙である

べき」ことを示した。また、職場については、平成 22 年に閣議決定した「新成長戦略」

において、平成 32 年までに「受動喫煙の無い職場の実現」が掲げられた。  

 

ⅱ．基本的な考え方 

たばこ対策に関する指標としては、「喫煙率の低下」と「受動喫煙への曝露状況の改

善」に関わるものを設定することが重要と考える。 

リスク低減の観点からは、喫煙と受動喫煙のいずれも日本人の多くの疾患の確立し

た原因であり、その対策により、わが国のがん・循環器疾患（脳卒中、虚血性心疾患）・

慢性閉塞性肺疾患、糖尿病等の予防の推進や健康づくりにおいて、大きな効果が期待

できる。現状の科学的知見からは健康リスクを回避出来る「閾値」を設定することは

困難であり、喫煙率も受動喫煙への曝露も目標が低ければ低いほど望ましい。 

一方で、たばこは長年にわたりわが国においてはその使用が社会において容認され

てきていることから、目標値の設定については、社会的・経済的な要因をも考慮し、

現実的で到達可能なものとすべきである。 

 

（ⅰ）成人の喫煙率の減尐（喫煙をやめたい人がやめる） 

   喫煙率の低下は、それが喫煙による健康被害を確実に減尐させる最善の解決策であ

ることから指標として重要である 14)。特に、成人の喫煙率の低下は喫煙関連疾患の発

症や死亡を短期間に減尐させることにつながる 12)14)。 
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（ⅱ）未成年者の喫煙をなくす 

未成年期からの喫煙は健康影響が大きく、かつ成人期を通した喫煙継続につながり

やすいことから 14)15)、中・長期的な観点で指標として含めておく意義がある。また、

家庭や学校等での受動喫煙防止対策や成人の喫煙率の減尐に伴って未成年者の喫煙

の低下がみられることから 14)15)、未成年者の喫煙の低下はたばこ対策全般の効果を評

価する重要な指標の１つである。 

 

（ⅲ）妊娠中の喫煙をなくす 

   妊娠中の喫煙は、妊娠合併症（自然流産、早産、子宮外妊娠、前置胎盤や胎盤早期

剥離など）のリスクを高めるだけでなく、児の低体重、出生後の乳幼児突然死症候群

のリスクとなることから、健康日本２１（第２次）では新たに、妊娠中の喫煙をなく

すことを指標及び目標として設定する。 

 

（ⅳ）受動喫煙の機会を有する者の割合の低下 

   受動喫煙による超過死亡数が肺がんと虚血性心疾患に限っても年間 6,800 人にの

ぼり 10)、その影響が大きい。また、受動喫煙の曝露状況の改善により短期的に急性心

筋梗塞や成人および小児の喘息等の呼吸器疾患による入院を減尐させるなど、確実な

健康改善効果が期待できる 12)。 

   受動喫煙を取り巻く国際的、国内的状況を踏まえ、受動喫煙の防止を一層推進する

ため、受動喫煙の防止に関する目標を設定することが必要である。 

受動喫煙への曝露状況の
改善

○受動喫煙の機会（家庭・職
場・飲食店・行政機関・医療機
関）を有する者の割合の低下

がん、循環器疾患、
ＣＯＰＤ、糖尿病等の

予防
要介護状態の予防

社会環境の質の向上生活の質の向上

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

たばこ規制枠組条約に基づく取組の推進
（受動喫煙の防止、禁煙支援・治療の普及、たばこ価格・税の引き上げ等）

〈社会環境の改善〉〈喫煙習慣の改善〉

次世代の健康の
確保

喫煙率の低下

○成人の喫煙率の低下
○未成年者の喫煙をなくす
○妊娠中の喫煙をなくす

喫煙の目標設定の考え方 
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受動喫煙指標の曝露源の選定にあたっては、曝露の頻度や対策の実態を考慮して、

主要な曝露源であり、かつ今後の改善が特に望まれるものとして、家庭、職場、飲食

店の３つを選定した。さらに、平成 22 年２月の厚生労働省健康局長通知で「官公庁

や医療施設においては、全面禁煙とすることが望ましい。」とされていることから、

官公庁及び医療施設を選定した。 

 

ⅲ 現状と目標 

（ⅰ）成人の喫煙率の減尐 

  

 喫煙は、日本人のがん、循環器疾患、糖尿病をはじめ多くの疾患の確立した原因であ

り、成人の喫煙率の低下は、それらの疾患の発症や死亡を短期間に減尐させることにつ

ながる。平成 19 年に策定された「がん対策推進基本計画」では、個別目標として「喫

煙をやめたい人に対する禁煙支援を行っていくことを目標とする」ことが閣議決定され

ており、厚生労働省のみならず、政府全体として、喫煙をやめたい人が禁煙する環境を

整備することが求められている。また、平成 24 年６月に閣議決定された新たながん対

策推進基本計画では、平成 34（2022）年度までに、禁煙希望者が禁煙することにより

成人喫煙率を 12％とすることが個別目標として設定された。 

  このような状況を踏まえ、目標値については、現在の成人の喫煙率（19.5％）から禁

煙希望者が禁煙した場合の割合（37.6％）を減じた値である 12％を設定する。 

 

（ⅱ）未成年者の喫煙をなくす 

   

健康日本２１において、「未成年者の喫煙をなくす」ことが目標として掲げられた。

０％の目標値を達成することはできなかったものの、明らかな改善傾向が認められてい

る。健康日本２１（第２次）においても、引き続きこの考え方を継続する。 

 

 

 

 

目標項目 成人の喫煙率の減尐（喫煙をやめたい人がやめる） 

現状 19.5％（平成 22 年） 

目標 12％（平成 34 年度） 

データソース 厚生労働省「国民健康・栄養調査」 

目標項目 未成年者の喫煙をなくす 

現状 
中学 1年生 男子 1.6％、女子 0.9％ 

高校 3年生 男子 8.6％、女子 3.8％        （平成 22 年） 

目標 ０％ （平成 34 年度） 

データソース 厚生労働科学研究費補助金による研究班の調査 
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（ⅲ）妊娠中の喫煙をなくす 

  妊娠中の喫煙は、妊娠合併症のリスクを高めるだけでなく、児の低体重、出生後の乳

幼児突然死症候群のリスクとなる。そのため、妊婦の喫煙率については、妊娠ならびに

胎児、出生児への影響の大きさを考慮する必要がある。「健やか親子２１」において、

平成 26 年までに妊娠中の喫煙をなくすとの目標設定がなされていることを踏まえて目

標値を設定した。 

 

（ⅳ）受動喫煙の機会を有する者の割合の低下 

目標項目 
日常生活で受動喫煙（家庭・職場・飲食店・行政機関・医療機関）

の機会を有する者の割合の低下 

現状 

行政機関：16.9％（平成 20 年） 

医療機関：13.3％（平成 20 年） 

職場：64％（平成 23 年） 

家庭：10.7％（平成 22 年） 

飲食店：50.1％（平成 22 年） 

目標 

行政機関：０％（平成 34 年度） 

医療機関：０％（平成 34 年度） 

職場：受動喫煙の無い職場の実現（平成 32 年） 

家庭：3％（平成 34 年度） 

飲食店：15％（平成 34 年度） 

データソース 

厚生労働省「職場における受動喫煙防止対策に係る調査」 

（職場については、受動喫煙防止対策（全面禁煙又は空間分煙）

を講じている職場の割合） 

厚生労働省「国民健康・栄養調査」 

 

 ①行政機関・医療機関について  

 平成 22 年の健康局長通知において、「尐なくとも官公庁や医療施設においては、全面

禁煙とすることが望ましい。」とされているとおり、これらの施設については、住民の

健康を守るための公的責任を果たす要請が特に強い。したがって、住民の健康被害を防

止する観点から、行政機関・医療機関については、「受動喫煙の機会を有する者をなく

す」ことを目標に掲げ、目標値は０％とする。 

  

 ②職場について  

   職場については、労働安全衛生法に基づき、快適な職場環境を形成することが事業主 

目標項目 妊娠中の喫煙をなくす 

現状 5.0％ （平成 22 年） 

目標 ０％  （平成 26 年） 

データソース 厚生労働省「乳幼児身体発育調査」 



130 

 

の努力義務として規定されており、その一環として、空気環境における必要な措置とし

て喫煙対策を講ずることとされている。平成 22 年の「新成長戦略」との整合性を図り、

「受動喫煙の無い職場の実現」を目標に掲げることが適切である。  

 

③家庭・飲食店について  

  国民の健康被害を防止する観点から、家庭・飲食店においても、行政機関等と同様、

受動喫煙を完全になくす目標を設定することが望ましい。特に妊婦や小児がいる家庭の

場合、受動喫煙防止の徹底が望まれる。 

  しかし、プライベートな空間である家庭において完全な受動喫煙防止を求めることは、

現時点では困難と思われる。飲食店の場合は、平成 21 年３月に取りまとめられた「受

動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書」おいて、顧客に対して禁煙等とするこ

とを一律に事業者に求めることは、現時点では困難と考えられている。以上のことを踏

まえ、受動喫煙の機会を有する者を半減することを目標とする。  

なお、喫煙率そのものが低下すれば、受動喫煙の割合も自然に低下することとなるの

で、半減させる基準となる値は、現在、家庭や飲食店で受動喫煙の機会を有する者の割

合｛家庭：10.7％（毎日受動喫煙の機会を有する者）、飲食店 50.1％（月１回以上受動

喫煙の機会を有する者）｝に、禁煙希望者が全て禁煙した場合の割合を減じた割合（家庭：

6.7％、飲食店：31.3％）とし、それを半減させた目標値（家庭：３％、飲食店：15％）

とする。 

 

 

ⅳ．今後必要となる対策 

わが国のたばこ対策としては、平成 17 年２月に発効したたばこ規制枠組条約に基づく取

組が最も重要であり、今後も推進していく必要がある。具体的には、たばこ価格・税の引上

げ、受動喫煙の防止、たばこの警告表示の強化、たばこ広告の包括的禁止、禁煙支援・治療

の普及、未成年者への販売防止措置、リスクに関する教育・啓発等である 16)-18)。これらの

施策が喫煙と受動喫煙の影響から人々を保護する上で有効であることについて、十分な科学

的根拠が報告されている 16)-20)。 

特に受動喫煙防止対策では、国レベルでの推進方策の検討に加え、都道府県・市町村レベ

ルでの受動喫煙防止対策の推進が必要であり、全ての医療機関、官公庁に加えて学校におい

ても全面禁煙を達成するための取組が必要である。また、職場における受動喫煙防止対策の

推進のほか、飲食店等の多数の者が利用する公共的な空間における受動喫煙防止対策につい

ても地域での対策の推進のためのモニタリング等を強化するべきである。さらに、小児等へ

の受動喫煙防止対策の観点から、家庭での受動喫煙防止を普及啓発する必要がある。 

禁煙支援・治療の普及については、平成 18 年から禁煙治療に保険適用がなされ成果をあ

げているが 21)、今後一層の普及とその内容の充実が求められる。さらに、たばこ規制枠組

条約のガイドラインの内容を踏まえ、先進諸国やアジアの近隣国ですでに実施されている無

料の禁煙電話相談体制の整備や、特定健診やがん検診、妊娠届出時の保健相談、乳幼児健診
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など、種々の保健事業の場で禁煙の助言や情報提供を一層推進することが望まれる。 

さらに、国民の健康の観点からたばこ規制枠組条約の趣旨に基づいて優先的に取り組むべ

きその他の施策についても、関係省庁間の協議を進める必要がある。 

また、各施策の進捗管理のための評価の体制を国と地方自治体において整備することも必

要である。 
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